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○図表の数値は、原則として四捨五入しており、合計とは一致しない場合があります。

○本資料に記載した地図は、必ずしも、我が国の領土を包括的に示すものではありません。
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政府は、一層の農業の成長産業化に向けた改革を実行していくため、平成28年11月
に、農業者が自由に経営展開できる環境を整備するとともに、農業者の努力では解決
できない構造的な問題を解決するための施策を盛り込んだ「農業競争力強化プログラ
ム」を取りまとめ
今後、これら改革の具体化のための法整備、制度の運用改善、民間事業者の自主

的な取組の支援を着実に実行

日本の農業をもっと強く ～ 農業競争力強化プログラム ～

１ 生産資材価格の引下げ

２ 農産物の流通・加工の構造改革

３ 人材力の強化

４ 戦略的輸出体制の整備

５ 原料原産地表示の導入

６ チェックオフの導入

７ 収入保険制度の導入

８ 土地改良制度の見直し

９ 農村の就業構造の改善

10 飼料用米の推進

11 肉用牛・酪農の生産基盤強化

12 配合飼料価格安定制度の安定運営

13 生乳の改革

○ 国内の食市場は、高齢化の進行や人口減少の本
格化により縮小に向かう可能性。一方、世界の食
市場は、人口増大や経済成長等に伴い、拡大が
続くと見込まれている状況

○ このような中、我が国の農業の持続的発展と農村
の振興を実現していくには、農業の競争力強化を
図り、国内外の需要の取り込みを進めることが必要

○ 政府は、農業者の所得向上を図るため、農地の
集積・集約化、輸出・６次産業化等の農業者が行
う取組に対する支援を行ってきたが、これと併せて、
農業者が自由に経営展開できる環境を整備すると
ともに、農業者の努力では解決できない構造的な
問題を解決していくことが必要

○ このため、政府は、生産資材価格の引下げ、農産
物の流通・加工の構造改革、収入保険制度の導
入、土地改良制度の見直し、生乳の改革等、新た
な農政の改革方向が盛り込まれた「農業競争力強
化プログラム」を取りまとめ

プログラムに盛り込まれた13の改革

農業競争力強化プログラムとは
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生産資材価格の引下げと農産物の流通・加工の構造改革

○ 米の10ａ当たり生産費に占める肥料費、農業薬剤費、農機具費の合計額の割合は３割から４割に達しており、
農業所得の向上に向けては生産資材価格の引下げが不可欠

○ しかしながら、生産資材業界は、規制が最新の科学的知見を踏まえた合理的なものとなっていない、メーカー
や銘柄が多い、寡占により適正な競争が行われていない等から、生産コストが高い構造

○ また、生産資材の購入に際して、価格や品質等の情報が不足しており、農業者が自身にとって有利となる購入
先を選択することが困難な状態

生産資材価格における課題
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○ 流通の過程に多くの事業者が存在することで、農産物の流通コストが高くなっているという課題も

○ このため、卸売市場等の中間流通の合理化、農業者や農業者団体から消費者への直接販売ルートの拡大
等が必要な状況

○ また、直売所、インターネット、卸売市場等を通じた販売についての情報が不足しており、農業者や農業者団
体が自身にとって有利となる販売方法を選択し取り組むことが困難な状況

農薬

○ 世界では科学の進歩に合わせ農薬の安全性
の新たな評価方法が導入されているが、我が国
の農薬登録制度では一部見直しが進んでおら
ず、安全で質の高い農薬を速やかに供給する仕
組みの整備が遅れている状況

○ 肥料生産業者のうち小規模なものが93％を占
め、また、主要な業者の１銘柄当たり生産量も
韓国の約20分の１以下と小さく、これらがコスト
高につながっている状況

○ 工場の操業率が韓国の半分以下と低く、また、
１銘柄当たり生産量も韓国の約３分の１と小さく、
これらがコスト高につながっている状況

○ 主要３機種の国内販売台数が４社で97％を占
める寡占状態にあり、この競争原理が働きにくい
構造がコスト高につながっている状況

○ 営農類型ごとに多種多様な農業機械が求めら
れるとともに、ICT等を活用した革新的な技術開
発が求められている状況

生産・輸出
の状況

業界構造等 法規制等

農薬 【原体】
国内生産量

約６万ｔ
輸出量

約３万ｔ

【製剤】
国内生産量

約22万ｔ
輸出量

約1.5万ｔ
（2014年度）

・製造業者数 169

国内における農薬製造
に用いられる農薬原体
は、新規農薬の開発力
を有する国内メーカー
（※）及び多国籍メー
カー計十数社が中心と
なり供給

※日本のメーカーの新
規剤の開発力は、欧
米と比較しても高い

農薬登録制度

・日本、欧米でほぼ同様の法制度と
なっているが、運用面で差（例：作物
群での登録も可能とする仕組み、農
薬の成分組成管理方法）

・農薬出荷額に占めるジェネリック農薬
の割合は５％

防除基準等

・各県の防除基準、農協の防除暦への
掲載に当たり追加試験が必要となる
場合も多い

農業
機械

国内出荷額
約2,800億円

輸出額
約2,500億円

（2015年度）

寡占状態による
競争性欠如

・国内大手４社の出荷額
が８割を占め、シェアが
固定

・輸入も国内大手４社で
系列化して独占

・主要３機種における輸
入機の割合は３％のみ

農業機械化促進法

・法律に基づく鑑定（任意）に合格して
いることが、補助事業・金融支援の
要件

肥料 国内生産量
約300万ｔ

輸出量
約70万ｔ

（2012年度）

過剰供給構造
による低生産性

・メーカーが乱立し、工場
が各地に点在

・多銘柄を少量ずつ生産

施肥基準等

・各県の施肥基準が細分化し、農協が
作成する栽培暦により銘柄を指定

・農協の予約注文書に掲載されている
銘柄の約半数は１つの農協のみが
取り扱う独自銘柄

配合
飼料

製造量
2,308万ｔ

輸出
ほとんどなし

（2014年度）

過剰供給構造
による低生産性

・メーカーが乱立し、工場
が各地に点在

・多銘柄を少量ずつ生産

生産資材に関する業界構造や法規制等

○ 卸売市場は、生鮮食料品等の円滑な流通に
寄与しているが、多様な流通形態が進展する
中で、卸売市場経由率は低下傾向

○ 米卸売業は、主食用米の需要量が減少する
中、毎年、２割から４割程度の業者が赤字を出
しており、市場や消費者のニーズを踏まえた売
り方の提案等が困難な状況

卸売市場経由率（重量ベース・推計）

農産物の流通・加工における課題

○ 単に安売り競争を行うと、生産者は品質の高
い農産物を再生産できず、小売業者は継続的
に良質な農産物を仕入れることが困難となり、
生産者・小売業者双方が疲弊の懸念

配合飼料

農業機械

肥料

中間流通

小売



○ ６次産業化の取組やＩＣＴ活用の進展によって、
直売所での販売やインターネット通販などの農産
物を直接販売する取組が広がっており、その促進
が必要な状況
直売流通は、生産者受取額の割合が市場流通

よりも高く、また、出荷等の作業を生産者自身で
行うため、消費者の嗜好の直接把握が可能

○ 規格外農産物の加工原料としての活用等により、
付加価値を高め、農業者の所得向上につなげて
いくことも重要な状況

農産物の流通形態による生産者受取額等の違い（試算）

パレット輸送のイメージ

【荷積み地点】
パレットに載せたまま
フォークリフトで積込み

【荷降ろし地点】
パレットに載せたまま

フォークリフトで積下ろし

○ 生産資材価格や農産物の流通・加工に関する
課題を解決し、農業の競争力の強化を図るため
には、生産資材や農産物流通等に関する施策や
規制の改革とともに、事業者の自主的な業界再
編等を促進していくことが必要

○ 国の責務や国が講ずべき施策とともに、事業者
の自主的な判断による事業再編や事業参入の
取組を後押しするため、農林漁業成長産業化支
援機構による出資等の支援措置等を定めた農業
競争力強化支援法案を国会に提出

3

○ 民間のノウハウを活用し、農業者がより有利な生
産資材の購入先や農産物の流通ルートを比較し
選択できる情報を得られるウェブサイトを開設

○ パレット輸送、ＩＣＴを活用した共同配送、鉄道等
へのモーダルシフト等の取組を推進し、物流コスト
を削減

○ 生産資材流通に占める全農のシェアは、肥料で
約５割、農薬で約４割、配合飼料で約３割
また、農産物流通に占める全農のシェアは、米、

青果物で、ともに約３割

○ 真に農業者の立場に立って共同購入のメリットを
最大化する組織に転換するとともに、農産物の
販売体制を強化するため、全農は自己改革に
取組中

生産資材価格、農産物の流通・加工における課題への対応

農業競争力強化支援法案の趣旨

全農の生産資材流通等に占めるシェア

農業所得の向上

シェア

肥料 約５割

農薬 約４割

配合飼料 約３割

シェア

米 約３割

青果物 約３割

「良質かつ低廉な農業
資材の供給」による
資材コストの引下げ

「農産物流通等の
合理化」による

流通コストの引下げ

○生産資材業界の再編
○法制度、規制等の見直し

○流通加工業界の再編
○法制度、規制等の見直し

情報の「見える化」と物流の効率化

流通ルートの多様化

法整備

全農の生産資材の買い方と農産物の売り方の見直し等
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その他項目の改革の方向

○ 自由な経営判断に基づき経営の発展に取り組む
農業経営者のセーフティネットとして、品目の枠にと
らわれずに、農業経営者ごとの収入全体を見て総合
的に対応し得る収入保険制度を創設等（法案を国
会に提出）

○ 担い手への農地集積・集約化の加速を図るため、
農地中間管理機構が借り入れた農地について、農
業者の費用負担を求めない土地改良事業を創設
等（法案を国会に提出）

○ 指定生乳生産者団体に指定されている農協・農
協連が効率化等を図りつつ、今後ともその機能を適
正に発揮することは極めて重要
その上で、生産者が出荷先等を自由に選べる環

境の下、創意工夫を図りつつ所得を増大させていく
ため、加工原料乳生産者補給金等の交付対象とな
る事業者の範囲を拡大し、需給状況に応じた乳製
品の安定供給等を確保（法案を国会に提出）

○ 農村地域において就業の場を確保するため、農
村地域への導入を促進する産業の業種を拡大等
（法案を国会に提出）

農業競争力強化プログラムの実施のための法整備

○ 平成31年の輸出額１兆円目標の達成に向けて、
「農林水産業の輸出力強化戦略」を踏まえ取組を
推進するとともに、オールジャパンでのプロモーション
等を担う新たな組織を創設

○ 農林水産業の国際競争力の強化を図るため、
ＪＡＳ規格の制定範囲を拡大等（法案を国会に提出）

○ 就農後の経営能力の向上を図るため、各都道府
県に「農業経営塾」を整備
また、法人雇用を含めた就農等の支援、外国人技

能実習制度とは別の外国人材活用スキームの検討
を実施

○ 消費者がより適切に食品を選択する機会を確保
するため、全ての加工食品について、重量割合上位
１位の原材料の原産地を、国別の重量順に表示す
ることを基本とし、実行可能性を考慮したルールを
設定

○ プログラムの改革を実行に移していくため、以下の８法案を国会に提出

➀農業競争力強化支援法案

②農業機械化促進法を廃止する等の法律案

③主要農作物種子法を廃止する法律案

④土地改良法等の一部を改正する法律案

⑤農村地域工業等導入促進法の一部を改正する法律案

⑥農林物資の規格化等に関する法律及び独立行政法人農
林水産消費安全技術センター法の一部を改正する法律案

⑦畜産経営の安定に関する法律及び独立行政法人農畜産
業振興機構法の一部を改正する法律案

⑧農業災害補償法の一部を改正する法律案

生乳の改革 人材力の強化

戦略的輸出体制の整備 原料原産地表示の導入

チェックオフの導入 収入保険制度の導入

○ チェックオフ（生産者から拠出金を徴収、販売促
進等に活用）の法制化は、要望する業界において、
一定の要件を満たした場合に着手

農村の就業構造の改善土地改良制度の見直し

飼料用米の推進

○ 飼料用米の生産コスト低減とともに、飼料用米を
利用した畜産物の高付加価値化を推進

○ 繁殖雌牛の増頭、乳用後継牛の確保、生産性の
向上、自給飼料の増産等を推進

肉用牛・酪農の生産基盤強化
配合飼料価格安定制度の安定運営



農業を支えてきた昭和一桁世代のリタイアが進行した一方、意欲ある農業者による
様々な取組が進展したことで変動してきたこの10年間における農業の姿を、５年ごとに
実施される全数調査の農林業センサス等による経営構造分析を通じ明らかにするとと
もに、関連する施策の動向・方向性について記述
また、変動してきた農業の姿を市町村単位で捉え、農業生産が盛んな市町村におけ

る農業の姿と市町村において行われてきた特徴的な取組を紹介

変動する我が国農業 ～ 2015年農林業センサスから ～

2015年農林業センサスによる農業経営体の内訳

農業経営体の動向

5

農業経営体

家族経営体

組織経営体

販売農家

自給的農家
の一部

法人の
組織経営体

法人以外の
組織経営体

法人の
販売農家

法人以外の
販売農家

販売目的
（法人経営体）

販売目的以外
（例：作業受託）

134万4,287（68）

３万2,979（117）

132万9,591（68）

132万5,290（68）１万4,696（82）

２万2,778（164）

１万201（72）

１万8,857（217）

4,301（82）

3,921（76）

経営耕地面積
291万7,513ha（85）

経営耕地面積
53万3,931ha（220）

注：数値は平成27（2015）年の経営体数。括弧内の数値は平成17（2005）年＝100としたときの指数

農業経営体の経営状況
○ 販売農家数は10年間で32％減少（196万戸

→133万戸）。なお、直近５年間では農産物販売
金額5,000万円以上の各階層で増加

○ 販売農家は、農産物売上高１位の出荷先を、委
託販売が主体の農協としている割合が高いものの、
農産物販売金額が大きくなるほど、１位の出荷先
は農協以外に分散する傾向にあり、農産物の販
売ロットが大きくなることで、食品製造業や外食産
業との直接取引が進展（右図）

○ 消費者に直接販売を行っている販売農家は、販
売金額が大きくなるほど、自営の農産物直売所や
インターネットを利用する割合が高い状況（右図）

農産物売上高１位の出荷先割合
（平成27年・販売農家） （単位：％）

「消費者に直接販売」の方法別割合
（平成27年・販売農家） （単位：％）

農産物販売
金額規模

農協
農協以外
の集出荷

団体
卸売市場 小売業者

食品製造
業・外食
産業

消費者に
直接販売

その他

300万円未満 67.0 8.2 4.4 5.1 1.3 9.5 4.4
300～700万 64.6 9.6 11.9 3.3 1.5 7.6 1.5
700～1,500万 64.6 9.8 12.9 3.1 1.6 6.4 1.6
1,500～3,000万 67.7 11.0 11.2 3.1 1.4 4.0 1.7
3,000～5,000万 71.7 10.7 9.2 2.8 1.7 2.3 1.6
5,000万～１億 67.5 13.4 9.6 3.3 2.9 1.4 1.9
１～３億 56.6 16.8 13.3 5.1 4.8 0.6 2.8
３～５億 45.7 18.9 20.0 5.1 5.7 1.1 3.4
５億円以上 44.0 16.0 24.0 4.0 4.0 4.0 4.0

農産物販売
金額規模

消費者に直接販売

自営の
農産物直売所

その他の
農産物直売所

インターネット その他の方法

300万円未満 16.0 40.5 1.9 47.7
300～700万 27.7 55.1 4.8 27.6
700～1,500万 31.7 54.9 6.9 26.4
1,500～3,000万 33.3 54.3 10.0 25.5
3,000～１億 35.1 54.1 14.1 25.1
１億円以上 42.0 47.3 23.2 23.7
※複数回答
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農業生産関連事業への取組
○ 関連事業の売上金額1,000万円以上の販売農

家は、農家数シェアで６％（1,880戸／３万123
戸）とわずかだが、売上金額シェアは66％（973
億円／1,481億円）と過半を占め、売上金額の高
い販売農家の存在が増大（右図）

○ 関連事業の売上金額1,000万円以上の法人経
営体は、経営体数シェアで36％（1,547／
4,250）にとどまるが、売上金額シェアは97％
（2,744億円／2,821億円）と大半を占め、少数の
売上金額の高い経営体が関連事業を担っている
構造

○ 施策では、６次産業化戦略に沿った地域ぐるみ
での取組の展開、農林漁業成長産業化ファンド
の出資・融資による６次産業化事業体の設立等
により、売上金額の拡大を推進

農業生産関連事業売上金額に占めるシェア
（平成27年・販売農家）

農業労働力
○ 販売農家における基幹的農業従事者数は10年

間で22％減少（224万人→175万人）する一方、
常雇い人数は1.6倍（６万1,094人→９万9,393
人）に増加し、世帯員から雇用者への労働力のシ
フトが進展
法人経営体の常雇い人数は２倍（５万2,888人

→10万4,285）に増加し、常雇いの47％が44歳
以下であり、若い農業者の受け皿として大きな役
割（右図）

○ 新規就農者は６年ぶりに６万人を超え、６万
5,030人と前年に比べ13％増加。このうち49歳
以下は２万3,030人となり、この年齢区分で調査
を開始した平成19年以来最多（右図）
新規自営農業就農者は稲作部門への就農が

多い一方、新規雇用就農者は畜産、野菜等が多
い状況

○ 施策では、農業次世代人材投資事業（平成28
年度以前は青年就農給付金）や農の雇用事業
の活用、就農希望者の常設相談窓口の設置、農
業法人における農業就業体験の実施等により、
若手を中心とした新規就農者の確保を推進

法人経営体の常雇い人数と年齢構成

年齢別新規就農者数

農産物販売金額全体に占める法人経営体のシェア

％

○ 法人経営体数は10年間で2.2倍に増加（8,700
経営体→１万8,857経営体）。農産物販売金額
全体に占める法人経営体のシェアは15％から
27％に大きく増加し、農業生産における存在感が
増大（右図）

○ 施策では、農地のリース方式の周知、外部の専
門家が参加する法人化推進体制の整備等により、
担い手の育成・確保を推進

15.4
20.8

27.3

0

10

20

30

平成17年 22 27

6.0 

59.0 

16.5

27.1

11.8

7.7

34.2

5.6

31.5

0.6

0 20 40 60 80 100

農家数

売上
金額

100万円
未満

100～500
万円未満

500～1,000
万円未満

1,000～5,000
万円未満

5,000万円
以上

％

5.3
6.8

10.4
5.1

6.9

11.7

0

2

4

6

8

10

12

0

2

4

6

8

10

12

平成17年 22 27

15～24歳
7.8％

25～34歳
18.7％

35～44歳
20.3％

45～64歳
39.5％

65歳以上
13.7％

万人 千経営体

常雇い
人数

雇い入れた
法人経営体
数（右目盛）

14.2 15.0 13.4 15.3 16.1 

4.4
2.2 2.7 3.2 3.7
2.0 1.9 3.4 3.3 

39.5 37.2 32.9 
35.8 

42.0 

0

10

20

30

40

50

60

70

平成23年 24 25 26 27

千人

58.1 56.5
50.8

57.7
65.0

←50歳以上

←45～49歳
←40～44歳
←40歳未満

40～49歳
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農地の動向

担い手に対する利用集積
○ 担い手に対する農地の利用集積率は、平成13

年から23年にかけて上昇後、停滞したが、26年
から再び上昇が始まっており、農地中間管理機
構の整備等により農地の利用集積は着実に進展
（右図）

○ 都府県での10ha以上の農業経営体の面積シェ
アは10年間で11％から27％に増加（右図）。引
き続き、担い手への農地集積が必要

○ 法人経営体の面積シェアは10年間で2.5％から
7.2％に増加し、農地利用における存在感が増大

○ 施策では、人・農地プランの定期的な見直し、農
地中間管理機構や全国農地ナビの活用等により、
都府県を中心に担い手に対する農地利用の集積
を加速化

都府県における地域別の利用集積
○ 田が10ha以上の農業経営体の面積シェアは、

東北、北陸では集落営農の設立等により、東海
では大規模な法人経営体の増加等により、高い
状況
また、これら３地域は他地域に比べ水田の大区

画化が進んでおり、利用集積に際しての条件整
備が重要な役割

○ 施策では、農地中間管理機構と農地の大区画
化・汎用化等の対策との連携により、担い手が農
地を引き受けやすくなる条件整備を加速化

水田作における経営構造の動向

担い手に対する農地の利用集積率

農業経営体の面積シェア（都府県）

田が10ha以上の農業経営体による面積シェア

○ 水田作の販売農家数は10年間で35％減少
（173万戸→113万戸）する中、北海道では15ha
以上層（3,702戸→4,599戸）、都府県では５ha
以上の階層（３万1,798戸→４万2,806戸）が増
加し、大規模化が進展（右図）

○ 法人経営体数は10年間で３倍に増加（3,154経
営体→１万62経営体）。面積規模が大きいほど
増加率は高い状況

水田作の販売農家数

※水田作の販売農家は田のある販売農家

（単位：戸、％）
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計 28,466 22,710 18,811 -33.9 1,70,6114 1,393,878 1,107,843 -35.1

１ha未満 3,089 2,574 1,806 -41.5 1,166,393 940,362 719,603 -38.3

１～５ha 9,396 6,597 5,122 -45.5 507,923 415,905 345,434 -32.0

５～10ha 7,892 5,472 4,359 -44.8 24,913 27,842 29,994 20.4

10～15ha 4,387 3,607 2,925 -33.3 4,188 5,845 7,180 71.4

15ha以上 3,702 4,460 4,599 24.2 2,697 3,924 5,632 108.8
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農業産出額と市町村における取組

○ 平成22年に稲作単一経営であった77万
2,785経営体の27年の経営の状態を見ると、
複合経営となったものは３万8,749経営体
経営耕地面積が大きい層ほど複合経営に

移行する割合が高く、複合化により収入の向
上を目指す動きが見られる状況

農業総産出額の動向

○ 農業総産出額は昭和59年の11兆７千億円をピークに減少傾向で推移してきたが、平成27年は農産物価
格が上昇し、対前年４千億円増の８兆８千億円。また、生産農業所得は対前年５千億円増の３兆３千億円と
なり、８年ぶりに３兆円台を回復

市町村別農業産出額と市町村における取組
○ 農林水産省は、地方公共団体における農業

施策の企画立案に資するものとして、８年ぶり
に平成26年から全国市町村の農業産出額を
推計値として公表を再開

○ 平成27年の上位20市町村は、野菜と畜産
を１位部門とするものが大部分（右図）

このうち８市は総面積の過半が中山間地域
であり、条件不利地域を多く抱えつつも畜産
や果実を中心に高い産出額を確保

さらに、基幹的農業従事者の平均年齢
（63.7歳）は全国平均（67.0歳）よりも若くなっ
ており、全国に比べ農業生産において若い農
業者が大きな役割

○ 第１位の愛知県田原市は、新技術や新品種
の導入、農業者の相互研さんにより、花きや
野菜の生産で高い産出額を維持

○ 第11位の鹿児島県鹿屋市は、農業団体に
よる大規模繁殖農場を中心とした分業システ
ムの構築により、肉用牛の生産基盤を維持

農業産出額の上位20市町村（平成27年）

順位 市町村名
農業
産出額
（億円）

１位部門

総面積に占
める中山間
地域の割合

（％）

基幹的農業
従事者の
平均年齢
（歳）

1 愛知県 田原市 820.4 花き 313.2 0.0 59.8 

2 茨城県 鉾田市 720.3 野菜 395.7 0.0 59.4 

3 宮崎県 都城市 719.7 豚 195.4 66.1 66.8 

4 新潟県 新潟市 572.1 米 284.2 4.5 65.6 

5 北海道 別海町 570.6 乳用牛 547.6 0.0 50.9 

6 千葉県 旭市 548.0 野菜 195.7 1.1 61.3 

7 静岡県 浜松市 510.4 果実 163.9 67.0 68.3 

8 熊本県 熊本市 461.0 野菜 257.5 5.9 62.4 

9 青森県 弘前市 435.8 果実 373.4 53.7 62.9 

10 愛知県 豊橋市 413.4 野菜 205.4 16.3 63.9 

11 鹿児島県 鹿屋市 400.8 肉用牛 127.7 50.8 66.6 

12 群馬県 前橋市 391.1 豚 95.3 38.1 68.0 

13 鹿児島県 南九州市 389.2 鶏卵 106.3 25.8 61.8 

14 熊本県 菊池市 384.8 肉用牛 102.6 72.2 64.3 

15 宮崎県 宮崎市 383.8 野菜 207.3 56.0 63.0 

16 千葉県 香取市 379.2 野菜 85.0 0.0 66.7 

17 鹿児島県 志布志市 371.2 豚 146.5 69.5 64.5 

18 熊本県 八代市 370.6 野菜 269.5 80.9 60.0 

19 茨城県 小美玉市 354.0 鶏卵 167.1 0.0 65.3 

20 埼玉県 深谷市 349.3 野菜 207.0 0.0 65.4 

資料：農林水産省「市町村別農業産出額（推計）」、「農林業セン
サス」を基に作成

（単位：経営体）

計 772,785 739,040 601,624 507,961 8,443 38,749 5.2 46,471 137,416

１ha未満 435,758 416,725 317,562 258,912 5,028 15,869 3.8 37,753 99,163

１～５ 305,791 292,841 255,913 225,673 3,083 18,723 6.4 8,434 36,928

５～10 18,995 18,103 17,136 14,583 214 2,156 11.9 183 967

10～20 7,858 7,424 7,162 5,885 72 1,141 15.4 64 262

20ha以上 4,383 3,947 3,851 2,908 46 860 21.8 37 96

②／①
（％）

平成22
年に稲作
単一経
営の経
営体数

稲作
単一経営

その他
の単一
経営

複合
経営
（②）

販売
なし

農業経営
体以外

継続農
業経営
体

平成27
年の状
態の計
（①）

稲作単一経営の５年後の状態

かのやし

た は ら し
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第１章 食料の安定供給の確保に向けた取組

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会は、訪日外国人旅行者に日本の食材や食文
化の魅力を発信する絶好の機会。高品質で安全な国産食材の大会での提供に向けて、農業生
産においてGAPの取組を加速化。“日本産品に対する世界の信頼の確立”を2020年東京大会の
レガシーとし、更なる輸出拡大につなげる

世界に対して信頼される日本産品を提供 ～2020年東京オリパラ大会を大きなステップに～

農産物及び畜産物の調達基準

○ 2012年のロンドン大会以降、大会運営には「持続可能性」の考え方が採用。2020年東京大会でも、
選手村等で組織委員会が提供する飲食サービスに使用される農産物、畜産物、水産物等に適用さ
れる持続可能性に配慮した調達基準が策定

○ 農産物及び畜産物では、要件を満たしていることを示す方法としてGAP認証等が認められており、更
にその上で、有機農業・有機畜産や障害者の主体的な生産への携わり等の取組による生産物を推
奨。また、要件を満たしたものの中で、国産を優先的に選択

農産物及び畜産物の供給に向けた取組

○ GAPの認証取得のメリットや様々なGAPの特色
等を分かりやすく示した農業者向けのパンフレッ
トを作成し、認証取得を推進

○ 農産物では、農業者による国際水準のGAP
（JGAP Advance、GLOBALG.A.P.）の認証取得
等を支援

○ 畜産物では、平成29年度に日本版畜産GAP
の運用が開始。また、国際水準のGAP（日本版
畜産GAP、GLOBALG.A.P.）の認証取得を支援
するほか、その認証取得に向けたステップアッ
プを目指すGAP取得チャレンジシステムの策定
等を支援

世界の信頼を確立し、更なる輸出拡大へ

○ 我が国の農畜産物を世界で評価されるものと
していくため、国際水準のGAPの認証取得が
一般の姿となることを目指す必要。2020年東
京大会をステップとして、農業者や流通・小売
業者の認識の転換、消費者の認識の向上が
重要

○ 持続可能性の観点から、GAP、さらに有機農
業、障害者の主体的な生産への携わり等は、
我が国が目指すべき方向。日本産品に対する
世界の信頼の確立、国際水準のGAPの認証
等による持続可能な農業の実現を2020年東
京大会のレガシーとして後世に残し、更に輸出
を拡大

【現状】 【2020】 【レガシー】

GAP認証等
取組済み

認証等
未取組

GAPの認証取得等の増加

GAPの認証取得等の増加と輸出の拡大

【世界へ躍進】

認証等
未取組

GAP認証等
取組済み

一定程度普及

GAP認証等
取組済み

農業者や流
通・小売業者
の認識の転換

認証等
未取組 国内外の

消費者から
の信頼性
向上

国産食材
の更なる
輸出拡大

販路拡大を視野に農協の部会が
GLOBALG.A.P.を取得（福岡県）

福岡県久留米市のＪＡくるめサラダ菜部会では、

2020年東京大会も見据え、平成29年２月に

GLOBALG.A.P.の団体認証を全部会員で取得

全部会員で勉強会等に取り組んだことが、取得に

向けた大きな力に

GLOBALG.A.P.の審査の様子

部会長の池田さんは「十

分だと思っていた衛生面な

どで見直した点も多かった。

皆が世界基準でやっている

という意識、プライド、姿勢が

見えてきた。」と語る

く る め し
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パターンＢ

パターンＤ

食料自給率は19年間横ばいで推移（40%±1%）
供給熱量ベースの総合食料自給率(%)

農産物について再生利用可能な

荒廃農地においても作付けする場合

９

(2007)

平成元年度

(1989)

27

(2015)

21

(2009)
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１．食料・農業・農村基本計画における目標等と現状

食料自給力・食料自給率 食料自給力指標と食料自給率

農業所得と農村地域の関連所得

○ 食料の潜在生産能力を表す食料自給力指
標は、農地面積の減少や平均単収の伸び悩
み等により低下傾向で推移

○ 一方、食料自給率は、供給熱量ベースでは
近年40％程度で推移し、平成27年度は前
年度同の39％。生産額ベースでは近年
60％台で推移し、27年度は前年度から２ポ
イント向上の66％

○ 今後、輸出も含めた国内外での国産農産
物の需要拡大、農地の集積・集約化、担い
手の育成・確保等の取組を通じ、食料自給
力、食料自給率の向上を目指す

○ 平成27年は、米、野菜、畜産等の各部門
での価格上昇等により、我が国の農業産
出額は対前年5.2％増の8.8兆円、生産農
業所得は同16.1％増の3.3兆円

○ 農業粗収益から農業経営費を引いた１経
営体当たりの農業所得を見ると、主な営農
類型で、いずれも前年より増加

○ また、平成26年度の６次産業化の市場
規模は対前年度0.4兆円増の5.1兆円、当
該市場規模から試算される農村地域の関
連所得は同0.1兆円増の1.3兆円

主な営農類型別の農業所得

資料：農林水産省「営農類型別経営統計（個別経営）」

注1: 食料自給力指標の値は、その時点における農地と平均
単収等を基に試算した食料の供給熱量の最大値

注2: 各パターンについて、Ａは栄養バランスを考慮して米・
小麦・大豆を中心に、Ｂは米・小麦・大豆を中心に、Ｃは
栄養バランスを考慮していも類を中心に、Ｄはいも類を中
心に、それぞれ作付けを行うものとして試算

（単位：ha、万㎡、頭、万円）

水田作作付延べ面積 1.67 1.72

農業所得 27.2 52.6

水田作作付延べ面積 19.12 20.88

農業所得 681.3 947.6

水田作作付延べ面積 31.20 36.73

農業所得 1,087.1 1,522.3

施設野菜作作付延べ面積 0.43 0.43

農業所得 423.8 496.6

施設野菜作作付延べ面積 2.14 2.16

農業所得 1,064.3 1,303.1

果樹植栽面積 0.98 0.99

農業所得 187.6 207.9

果樹植栽面積 4.20 4.13

農業所得 694.3 700.9

搾乳牛飼養頭数 43.9 44.2

農業所得 832.5 1,054.2

搾乳牛飼養頭数 159.8 165.6

農業所得 2,235.2 2,924.3

肥育牛飼養頭数 107.5 103.2

農業所得 671.2 1,243.2

肥育牛飼養頭数 375.4 423.2

農業所得 1,572.4 5,432.6

平成26年

(2014)

平成27年

(2015)

水田作

10.0ha以上

施設野菜作

20.0ha以上

肥育牛

200頭以上

１万㎡以上

果樹作

３.0ha以上

酪農

100頭以上
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２．グローバルマーケットの戦略的な開拓

農林水産物・食品の輸出促進

地理的表示として登録された産品
（平成29年３月時点）

農林水産物・食品の輸出額

資料：財務省「貿易統計」を基に作成

○ 農林水産物・食品の輸出額は対前年0.7％
増の7,502億円（平成28年）

○ 輸出額１兆円目標は、「未来への投資を実
現する経済対策」（平成28年８月閣議決定）
において、平成31年に１年前倒し

○ １兆円目標の達成に向け、民間の意欲的
な取組を支援するため、平成28年５月に「農
林水産業の輸出力強化戦略」を策定

○ 本戦略の実践に必要なハード面とソフト面
のインフラ整備等を整合的かつ計画的に進
めるため、平成28年11月に「農林水産物輸
出インフラ整備プログラム」を策定

○ 日本産品のプロモーションやブランディング
等を担う新たな組織の創設など、「農業競争
力強化プログラム」に掲げられた取組を推進

○ 農畜産物の輸出についての動植物検疫協
議では、平成28年度内に、ベトナム向けなし、
カナダ向けりんご、豪州向け玄米、シンガ
ポールへの鶏卵（携行）等が解禁されたほか、
タイへの牛肉の月齢制限が撤廃（８か国11
件の解禁・緩和を実現）

農林水産業の輸出力強化戦略について

資料：農林水産業・地域の活力創造本部資料

○ 平成28年度から、日本料理の知識・調理
技能が一定のレベルに達した外国人の日本
食の料理人を認定する制度、日本産食材を
積極的に使用する海外の飲食店等を「サ
ポーター店」として認定する制度を推進

○ 我が国の強みのアピールにつながる新たな
ＪＡＳ規格を定めて、その活用を進めていくこ
ととし、JAS法の改正案を国会に提出

○ 地理的表示保護制度では28産品（平成29
年３月時点）が登録。中山間地域ならではの
自然環境をいかして生産される産品も多数
登録
諸外国とのＧＩの相互保護を円滑に実現す

るための制度整備等を行うため、ＧＩ法を改
正（平成28年12月26日施行）

日本食・食文化の海外展開等

4.0 
4.5 

5.2 5.1 
4.5 4.9 4.5 4.5 

5.5 6.1 

7.5 
7.5 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

平成

17年

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

農産物 林産物 水産物
千億円

○意欲ある農林漁業者や食品事業者へのメッセージ

○民間の意欲的な取組への支援

平
成
三
十
一
年
の
輸
出
額
１
兆
円
目
標
の
達
成

１．市場を知る、市場を耕す
（ニーズの把握・需要の掘り起し）

２．農林漁業者や食品事業者を、海外につ
なぐ（販路開拓、供給面の対応）

３．生産物を海外に運ぶ、
海外で売る（物流）

５．戦略を確実に実行する
（推進体制）

４．輸出の手間を省く、障壁を下げる
（輸出環境の整備）

 輸出規制の緩和・撤廃を進める輸出規制等対応
チームの設置

 GLOBAL G.A.P.などの国際的な認証取得の推進
 日本発の国際的に通用する民間の規格・認証の仕
組みの構築

 現地のニーズを継続して把握し、情
報をまとめて提供（情報をJETROに
一元的に集約・提供）

 統一的・戦略的なプロモーション
 トップセールスや大型イベントの機
会の活用

 日本文化・食文化と一体で売り込み
 インバウンドを輸出に結び付ける

 輸出についての相談をしやすくする
（ＪＥＴＲＯと農林水産省の相談体
制の強化）

 海外バイヤーを国内の卸売市場や産
地等に招聘しつつ商談会を開催

 海外に産直市場を設置し、生産者が
直接輸出する取組を支援

 リレー出荷・周年供給体制を整備
 海外輸入規制に適合した生産

 共同輸送の促進等を
通じた出荷単位の大
口化

 最新の鮮度保持輸送
技術の普及の促進・
新規技術開発

 卸売市場について、
海外バイヤー等に施
設を開放

 輸出戦略の実行をチェックし、更に進める
 主要輸出先国で官民一体となった輸入促進体制を
つくる

国・地域別の農林水産物・食品の輸出拡大戦略

品目別の輸出力強化に向けた対応方向

奈良県

⑫三輪素麺

兵庫県

②但馬牛

③神戸ビーフ

北海道

④夕張メロン

㉑十勝川西長いも

青森県

①あおもりカシス

㉓十三湖産大和
しじみ

茨城県

⑥江戸崎かぼちゃ

静岡県

⑱三島馬鈴薯

長野県

⑬市田柿

愛媛県

⑩伊予生糸

鳥取県

⑪鳥取砂丘らっきょう・
ふくべ砂丘らっきょう

山口県

⑲下関ふく

福岡県

⑤八女伝統本玉露

熊本県

⑧くまもと県産い草

⑨くまもと県産い草
畳表

大分県

㉒くにさき七島藺
表

鹿児島県

⑦鹿児島の壺作
り黒酢

岡山県

㉔連島ごぼう

岩手県

㉘前沢牛

福井県

⑭吉川ナス

⑮谷田部ねぎ

⑯山内かぶら

石川県

⑰加賀丸いも

⑳能登志賀ころ柿

三重県

㉕特産松阪牛

愛知県

㉗西尾の抹茶

山形県

㉖米沢牛
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３．世界の食料需給と食料安全保障の確立

世界の食料の需給動向

総合的な食料安全保障の確立に向けた取組

○ 74億人（2015年）の世界人口は、今後、開
発途上国を中心に増加し、2050年には97億
人となる見通し

○ 将来に向け、人口増加等により、世界の穀
物や食肉の需要は増加する見通し

○ 一方、食用及び飼料用となる穀物の生産は、
これまで生産量の増加を支えてきた単収の
伸びが鈍化しつつあり、また、地球温暖化等
の気候変動や、水需給の逼迫等の不安定要
素も存在。中長期的に世界の穀物需給は逼
迫も懸念

○ 不測時に備え、食料の安定供給に関するリ
スクの影響等を定期的に分析・評価し、対応
策を平素から検討・実施

○ とうもろこし、小麦、大豆、牛肉、鶏肉は、輸
入額のうち上位３か国で９割以上を占めるな
ど、特定の国への依存度が高い状況

○ 平成28年４月のＧ７新潟農業大臣会合、８
月の第６回アフリカ開発会議（TICAD VI）等で
は、食料安全保障について議論

世界人口の見通し

穀物の収穫面積、生産量等

資料：国連「 World Population Prospects: The 2015
Revision」を基に作成

伊勢志摩サミットの関係閣僚会合
となるG７新潟農業大臣会合

平成28年４月に開催されたＧ７新潟農業大臣会合で

は、世界の食料安全保障の強化について議論が行わ

れ、「新潟宣言」が採択

宣言には、イノベーションやフードバリューチェーンに着

目した農業者所得の向上と農村地域の活性化、持続

可能な農業生産及び生産

性の改善等の取組のほか、

女性・若者の活躍推進に向

けた国際フォーラムの開催

等、G7としての４つの共同

行動の実施が盛り込まれた

資料：米国農務省「PS&D」、国連「World Population
Prospects : The 2015 Revision」を基に作成

TPP協定をめぐる各国の動向

○ ＴＰＰ協定は、平成28年12月９日に国会で
承認。29年１月に、寄託国であるニュージー
ランドに国内手続完了の旨を通報し、締結。
同月に、米国が離脱する旨の通知を行った
が、我が国としては、今後どのようなことがで
きるのかを、関係国と議論

Ｇ７新潟農業大臣会合の様子
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４．食料消費の動向と食育の推進

○ 世帯主が65歳以上の二人以上世帯におけ
る食料消費支出は、この16年間で、生鮮魚
介、米が低下し、調理食品、生鮮肉が増加

○ 共働き世帯における食料消費支出は、家事
の時間が限られるなどの理由から、夫のみ有
業世帯に比べて調理食品への支出割合が
高い水準

○ 日本型食生活の実践や小中学校での和食
給食の提供等による食育の推進を図るととも
に、国産農林水産物の消費拡大を推進

世帯主が65歳以上の世帯における費目別割合
（平成12年と28年の比較）

食品の安全性の向上に向けた取組

○ 食品の安全を確保するため、「後始末より未
然防止」の考え方を基本に、科学的根拠に
基づき、生産から消費にわたる取組を進める
ことが重要

○ 平成28年には、優先的にリスク管理を行う
べき有害化学物質及び有害微生物のリストを
見直し、新たな中期計画を作成

○ 健康に悪影響を及ぼす可能性のある有害
化学物質の摂取量を減らしたり、食中毒を防
止したりするために家庭でできる取組の普及
を推進

○ 食品の製造段階におけるHACCPの導入に
向けては、責任者の養成や輸出先国が求め
るHACCPへの対応の研修等を実施するほか、
施設等の整備を政策融資により支援

資料：総務省「家計調査」（二人以上の世帯）
注：食料消費支出に占める割合

食品安全に関するリスク管理の流れ

５．食の安全と消費者の信頼確保

平成12年

28年

12.4 
13.4 
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11.8 
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平成20年 24 28

％

夫のみ有業世帯

共働き世帯

（妻の勤め先収入８万円/月以上）

～～

0

共働き世帯の調理食品への支出割合
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高病原性鳥インフルエンザの発生と対応の状況
動植物防疫の取組

○ 家畜の伝染病の国内における発生予防や、
まん延を防止するため、
① 海外での疾病の発生レベルを低減させる
国際協力

② 空海港における海外からの家畜の伝染病
の侵入を防ぐ水際検疫

③ 家畜の伝染病の発生予防や発生時に迅
速な防疫対応を実施する体制の整備

による三段構えの対応を実施

○ 高病原性鳥インフルエンザについて、平成28
年度は11月の青森県以降、全国で１2事例発
生。いずれの事例においても速やかに殺処分
や消毒が行われ、 全ての事例について、発生
から１か月以内に、移動制限区域が解除

○ 平成27年に北海道で確認されたジャガイモ
シロシストセンチュウについては、28年10月か
ら緊急防除を開始。27年に鹿児島県で確認さ
れたミカンコミバエ種群については、緊急防除
により28年７月に根絶を実現

消費者の信頼確保に向けた取組

○ 消費者の原料原産地表示への関心が高まる
中、農林水産省と消費者庁が共同開催する
「加工食品の原料原産地表示制度に関する
検討会」において、加工食品の原料原産地表
示の拡大に向けた検討がなされ、平成28年
11月に中間取りまとめが公表

○ 中間取りまとめの内容は、
➀ 国内で製造されている全ての加工食品に
ついて、重量割合上位１位の原材料を義務
表示の対象とする
➁ 義務表示の方法として、国別重量順表示
を原則としつつ、「A国又はB国」といった可能
性表示や「輸入」といった大くくり表示など、実
行可能な表示方法の仕組みを整備する

というもの
今後、取りまとめを踏まえ、食品表示基準を

改正

○ 機能性農産物の生産・消費の拡大に向け、
機能性に関する科学的根拠を獲得するための
研究開発や、地域の機能性農産物を活用し
た健康都市づくり等を推進

注：1) 発生日は、遺伝子検査がH５亜型陽性又は簡易検査が陽性
※により疑似患畜と判定した日

2) 飼養羽数は、患畜、疑似患畜の羽数
3) 平成29年４月18日時点

加工食品の原料原産地表示の拡大

【現行の表示ルールの表示例】

名 称 ポークソーセージ（ウインナー）

原材料名 豚肉、豚脂肪、たん白加水分解物、

還元水あめ、食塩、香辛料

名 称 ポークソーセージ（ウインナー）

原材料名 豚肉（アメリカ）、豚脂肪、たん白加水

分解物、還元水あめ、食塩、香辛料

【新たな表示ルールの表示例】

発生概要

事例
発生日-移動制限

区域解除日
飼養羽数 / 種別

①青森県青森市 11/28-12/27 約1.8万羽 / あひる

②新潟県関川村 11/29-12/27 約31万羽/ 採卵鶏

③新潟県上越市 11/30-12/28 約24万羽/ 採卵鶏

④青森県青森市 12/2※-12/27 約4,700羽/ あひる

⑤北海道清水町 12/16-1/15 約28万羽/ 採卵鶏

⑥宮崎県川南町 12/19-1/12 約12万羽/ 肉用鶏

⑦熊本県南関町 12/27-1/19 約9.2万羽/ 採卵鶏

⑧岐阜県山県市 1/14-2/8 約8.1万羽/ 採卵鶏

⑨宮崎県木城町 1/24-2/17 約17万羽/ 肉用鶏

⑩佐賀県江北町 2/4-2/28 約7.1万羽/ 肉用種鶏

⑪宮城県栗原市 3/24-4/18 約22万羽/ 採卵鶏

⑫千葉県旭市 3/24-4/18 約6.2万羽/ 採卵鶏

資料：加工食品の原料原産地表示制度に関する検討会中間取りまとめ
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第１章 食料の安定供給の確保に向けた取組

６．食品産業の動向

国産農林水産物の用途別仕向割合○ 中小・零細企業が大部分を占める食品産
業は、国産農林水産物の仕向先の７割を占
める状況
全産業の国内生産額の9.5％、就業者総

数の12％を占め、地域における主要産業の
一つとして、地方創生と地域経済の活性化の
中心として欠かせない産業

○ 消費者向けの電子商取引の市場規模は拡
大しており、今後、高齢者世帯等が増加する
中、食品や飲料等の電子商取引は更に伸び
ていく見込み

○ 我が国は、食料の過半を海外に依存する中、
食品関連事業者や家庭から621万ｔ（平成
26年度）の食品ロスが発生
その削減に向けて、食品ロス削減国民運

動の展開、加工食品の小売業者への納品期
限の見直し、フードバンク活動や外食における
食べきり等を推進 資料：経済産業省「電子商取引に関する市場調査」

（単位：億円、％）

平成26年 27 伸び率

68,043 72,398 6.4

うち食品、飲料、酒類 11,915 13,162 10.5

分類

物販系分野合計

７．農林水産物・食品の新たな需要の開拓

○ 六次産業化・地産地消法に基づく総合化事
業計画の認定件数は2,227件（平成28年度
末時点）
市町村段階には、幅広い関係者が参画した

推進協議会が設置され、６次産業化等に関
する戦略の策定等を推進

○ 農林漁業成長産業化ファンドの出資決定件
数は109件（平成29年2月14日時点）

○ 地産地消に大きな役割を担う直売所につい
て、年間販売金額１億円以上のものの割合
は20.3％（平成26年度）
優良な直売所の取組を事例集にまとめ、

普及を推進

○ 生産者が自らの拠出金により主体的に販売
促進活動等を行うチェックオフは、各品目の
業界で一定程度の合意が得られた場合、政
府は法制化に着手

中山間地域発の野菜ジェラート
の販売（和歌山県）

中山間地域である和歌山県紀美野町では、宇城哲

志さんが、平成20年にＵターン就農し、25年にジェ

ラート店「kiminoka（キミノーカ）」を開設

消費者のニーズを意識した農産物生産や商品開発

を行っており、自家生

産の野菜や地元産の

果実の素材の良さを

いかしたジェラートは、

自店舗のほか、インタ

ーネットを通じて販売

され、好評

資料：農林水産省「平成23年農林漁業及び関連産業を
中心とした産業連関表」

31.3 

29.6 

59.4 

61.5 

9.2 

8.9 
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23

（2011）

平成17年

（2005）

最終消費仕向 食品産業仕向

外食産業仕向食品製造業仕向

(2.8)           (5.8)       (0.8)

(2.9)          (5.5)       (0.8)
％

物販系分野の消費者向け電子商取引の市場規模

きみのちょう

宇城哲志さん
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第２章 強い農業の創造に向けた取組

中山間地域等で担い手不足が深刻化する中、農業者の参画も得て、画期的なAI、IoT、ロボット
の技術開発を、その販売価格等の開発目標を明確にして進めることにより、生産性の向上を図っ
ていくことが重要

画期的なAI、IoT、ロボット技術の活用による生産性向上

ＡＩ技術の現段階と今後の対応

○ 農業分野におけるAI技術は、開発段階

○ 平成28年度から「人工知能未来農業創造
プロジェクト」を実施し、民間の斬新なアイディ
アを活用したＡＩ技術の研究等を推進。具体
的には、家畜疾病を早期に発見する技術の
開発等

ＡＩ技術を活用した家畜疾病の
早期発見技術の開発

センサーを使ったほ場の状況把握の仕組み

資料：株式会社NTTドコモ

ＩｏＴ技術の現段階と今後の対応

○ 農業分野におけるＩｏＴ技術は、センサーによ
り収集した水田の水位や水温等の情報をタブ
レット端末で把握できるシステムが実用化して
おり、開発メーカー等が行った実証では水管
理に要する時間が平均で４割削減

○ 蓄積されたビッグデータの解析に向けて、異
なるシステムで収集されたデータの共有等を
可能にする農作業の名称等の標準化につい
てのガイドラインを作成
今後、農業データ連携基盤の形成に向け

た検討、農地区画情報（筆ポリゴン）等の公
的機関の保有するデータの提供を推進

ロボット技術の現段階と今後の対応

○ 農業分野におけるロボット技術は開発段階
にあるものの、以下のトラクター等で実用化に
目途
➀ ＧＰＳ等を活用したトラクターの自動走行
システム
➁ 運搬作業において農業者の身体の負担
を軽減する農業用アシストスーツ

○ 人手不足が進む中、ロボットが農作業を支
援することで、高齢者や女性農業者等の活
躍の場面が拡大

農業用アシストスーツによる重量負荷の軽減
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第２章 強い農業構造の創造に向けた取組

１．農業の構造改革の推進

農業産出額等の動向（本文では特集２に詳細を掲載）

８頁（特集２）に掲載

農地の集積・集約化に向けた農地中間管理機構の取組（本文では特集２に詳細を掲載）

○ 平成28年の農地面積は対前年２万５千ha
減の447万１千ha

○ 担い手に対する農地の利用集積率は７頁
（特集２）に掲載
平成27年の農地中間管理機構の借入面

積は対前年４万７千ha増の７万６千ha、転貸
面積は対前年５万３千ha増の７万７千ha

担い手の育成・確保（本文では特集２に詳細を掲載）

５頁、６頁（特集２）に掲載

農地中間管理機構の実績

○ 農業高校卒業生は、就農率2.6％、農業大
学校等へ進学した割合は4.2％（平成27年
度）。農業高校卒業生の就農を促進するため、
農業高校における農業大学校や地域で活躍
する農業経営者との連携を促進

○ 就農前の研修期間と経営が不安定な就農
直後の所得確保を支援する青年就農給付
金（平成29年度から「農業次世代人材投資
資金」に改称）は、準備型で2,477人、経営
開始型で１万1,630人が活用（27年度）

○ 今後の地域農業のリーダーとして、農業技
術に加え、優れた経営感覚を備えた農業経
営者を育成することが不可欠
このため、農業大学校の学生や新規就農

者等を対象とした経営セミナーやオンライン
アグリビジネススクールの開講等を推進。さら
に、地域の農業者が営農しながら体系的に
経営を学べる農業経営塾の開講を推進

世界を視野に、高校初の
GLOBALG.A.P.（青森県）

青森県五所川原市の県立五所川原農林高等学

校は、平成27年12月に、りんごを対象に、我が国の

高校で初となるGLOBALG.A.P.認証を取得。翌年12

月には、米についても認証を取得

29年１月には、生徒が同校産りんごの輸出手続き

を行い、中国四川省成都市の百貨店でりんごの対面

販売実習を実施

また、同校は“G.A.P. Awards 2016”を受賞

人材力の強化

28.8 23.9 

76.2 76.9 

105.0 100.8 
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資料：農林水産省調べ

りんごの対面販売実習の様子

ご し ょ が わ ら し
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第２章 強い農業構造の創造に向けた取組

女性農業者の活躍
女性の経営への関与と売上高、経常利益の増加率

資料：株式会社日本政策金融公庫「雇用状況等の動向に
関する調査」（平成28年７月調査）

注:直近３年間の農業経営における増加率

○ 女性が経営に関与している経営体では関与
していない経営体に比べて収益力が向上する
傾向

○ 基幹的農業従事者における女性割合は野
菜や果樹類で高く、女性が経営に参画してい
る農家割合は施設野菜と酪農で高い状況

○ 農業委員や農協役員に占める女性の割合
は増加傾向にあるものの、更なる増加に向け
地域の理解・気運の醸成を推進

○ 農業女子プロジェクトでは、「チーム“はぐく
み”」が結成され、大学生等の未来の農業女
子を育てる取組を開始
また、Ｇ７国際フォーラムでは、日本の女性

農業者が、米国・フランスの女性農業者と活
発な意見交換を実施

127

55

24

22

0 20 40 60 80 100 120 140
％

女性が経営に
関与していない

女性が経営に
関与

←売上高の増加率

←経常利益の増加率

収入保険制度の導入
農業競争力強化プログラムに盛り込まれた、

収入保険制度の基本的考え方○ 農業競争力強化プログラムにおいて、自由
な経営判断に基づき経営の発展に取り組む
農業経営者のセーフティネットとして、収入保
険制度の導入について取りまとめ

○ 収入保険制度は、青色申告を行い、経営管
理を適切に行っている農業者を対象として、
➀ 品目の枠にとらわれず、
➁ 自然災害による収量減少だけでなく、価
格低下等も含めて補塡を行う
など、これまで農業共済制度の対象となって
いなかった品目やリスクをカバー

○ 制度の導入のため、農業災害補償法の改正
案を国会に提出

基幹的農業従事者等の女性割合

資料：農林水産省「2015年農林業センサス」

90％
(保険方式＋積立方式の
補償限度額)

農業者ごとの
過去５年間の収入

80％
（保険方式の補償限度額）

100％

収入
減少

自己責任部分

当年収入

保険金

積立金

過去５年間の平均収入
（５中５）を基本

基準収入

支払率（９割を上限として選択）

注：５年以上の青色申告実績のある者が、補償限度９割
（保険方式＋積立方式）を選択した場合

（単位：％）

女性の基幹的
農業従事者

女性が経営に
参画している
販売農家

稲作 39.3 40.9

露地野菜 45.5 54.7

施設野菜 46.1 62.7

果樹類 46.0 55.6

酪農 41.9 63.1

肉用牛 41.0 51.2

養豚 40.8 56.8

養鶏 42.6 59.0
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第２章 強い農業構造の創造に向けた取組

２．農業生産基盤の整備と保全管理

○ 政府は、農業・農村を取り巻く内外情勢と課
題に対応するため、３つの政策課題と施策を
盛り込んだ土地改良長期計画（平成28～32
年度）を閣議決定
併せて、農林水産省は、土地改良事業の

実施を契機として特色ある発展を実現した先
進的な事例を取り上げた農村振興プロセス事
例集を作成

担い手農家が耕作の依頼を断った理由（複数回答）

資料：農林水産省調べ（平成22年11月調査）
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米

○ 平成28年産では、飼料用米、麦、大豆等へ
の転換が進展し、主食用米の超過作付は２
年連続で解消
30年産から、行政による生産数量目標の

配分に頼らないで需要に応じた生産が行える
よう、関係者が一体となって取組を推進

○ 飼料用米は、マニュアルの活用や「飼料用
米多収日本一」コンテストの開催により、生産
コストの低減を図るとともに、飼料用米を活用
した畜産物の高付加価値化を推進

○ 米粉は、用途別基準やノングルテンの表示
に関するガイドラインを策定し、米粉の特徴を
いかした魅力ある商品の開発・普及を推進

主食用米の超過作付面積

資料：農林水産省調べ

３．主要農畜産物の生産等の動向

農業生産基盤の現状と展開方向

土地改良制度の見直し

○ 基盤整備が不十分な農地は、担い手が借り
受けない可能性が高い状況
このため、担い手への利用集積に際し、農

業者の費用負担を求めずにほ場整備事業を
実施できる制度の創設等を図ることとし、土
地改良法等の改正案を国会に提出
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小麦

○ 平成28年産の作付面積は対前年１千ha増
の21万４千haとなり、この10年間で最高水準、
収穫量は天候不順により対前年21万３千ｔ
減の79万１千ｔ

○ これまでうどんなどに適した中力系の品種が
主に生産されてきたが、近年、パン用、中華
麺用、パスタ用など用途に応じた品種が開発
され、普及が進展

○ 地産地消の取組等を受け、国産小麦のパン
や麺を学校給食に利用するなどの事例も

大豆

○ 平成28年産の作付面積は対前年８千ha増
の15万haとなり、この10年間で最高水準、収
穫量は天候不順により対前年５千ｔ減の23万
８千ｔ

○ 大豆の用途には、豆腐や納豆などの食用と、
油糧用があり、国産大豆は食味等の品質が
評価され、ほぼ全量が食用

○ 実需者からは安定供給が求められており、
現行の収穫後入札取引に加え、播種前に価
格を決めることができる播種前入札取引を、
平成29年産で試験導入、30年産から本格
導入
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野菜

○ 平成27年産の作付面積は対前年２千ha減
の39万７千ha、生産量は対前年５万ｔ減の
1,190万９千ｔ

○ 近年、加工・業務用向けの生産量が増加し
ており、加工・業務用野菜の国産割合を高め
るため、品種開発、機械化一貫体系の導入
等を推進

○ 加工・業務用向けを品目別に見ると、レタス、
キャベツ、ねぎなどの葉茎菜類で出荷量が増
加しており、レタスは群馬県や長野県、キャベ
ツは群馬県や愛知県、ねぎは大阪府や徳島
県などで多く生産

国産小麦の主な用途・品種別の出荷数量

大豆の需要量と国産大豆の用途
（平成27年度）

加工・業務用向け野菜の出荷量

資料：農林水産省調べ

資料：農林水産省「野菜生産出荷統計」

資料：農林水産省「農産物検査結果」

（単位：万ｔ）

用途 品種名
平成13

年産
18 23

28

(速報値)

春よ恋 0.1 3.0 2.3 5.1

ゆめちから - - 0.0 6.2

中華麺用品種
ちくしＷ２号

（ラー麦）
- - 0.2 0.5

パスタ用品種 セトデュール - - - 0.0

きたほなみ - - 56.6 48.4

さとのそら - - 0.6 4.7

シロガネコムギ 5.4 7.4 5.4 4.0

チクゴイズミ 4.3 5.7 3.6 3.1

農林61号 13.1 10.6 6.2 1.7

ホクシン 45.1 49.6 0.2 0.0

パン用

品種

日本麺用品種

100 

186 

140 

136 

175 

134 

70

100

130

160

190

キャベツ

たまねぎ

レタス

ねぎ

（平成22年産＝100）指数

ほうれんそう

平成22

年産
272523 24 26

0 20 40 60 80 100

％

我が国の大豆の

需要量

食用大豆の国産

割合

国産食用大豆の

用途別供給割合

国産

237千ｔ

（25）

油糧用

2,248千ｔ

（67）

その他

173千ｔ

（5)

輸入

722千ｔ

（75）

豆腐・油揚げ

132千ｔ

（56）

煮豆・

総菜

22千ｔ

（9）

納豆

41千ｔ

（17）

みそ・

しょう

ゆ

18千ｔ

（8）

その他

24千ｔ

（10）

食用

959千ｔ

（28）
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果実

○ 平成27年産の栽培面積は対前年４千ha
減の23万ha、生産量は主にかんきつ類が
天候不順の影響を受け対前年16万ｔ減の
294万５千ｔ

○ 果実の生産は減少傾向にあるが、近年、
皮ごと食べられるぶどう「シャインマスカット」、
手で容易に皮がむけるかんきつ類「せとか」
等、食べやすさや食味が良いといった特徴
を持ち、消費者ニーズに対応した品種の栽
培が増加

○ これまで主に規格外品が利用されてきた
加工・業務用向けでは、カット面が褐変しにく

いカットフルーツ等に適したりんご「千雪」、紅

色の梅酒等を作れるうめ「露茜」等、新たな
需要を開拓できる品種の栽培が増加

21

畜産物
畜種別飼養戸数、１戸当たり飼養頭羽数

資料：農林水産省「畜産統計」を基に作成

○ 高齢化の進行等により主要畜種の飼養戸数
が減少する中、１戸当たり飼養頭羽数は増加

○ 生乳の生産量は、乳用牛の飼養頭数が減
少する中、１頭当たり乳量の増加により、対前
年度1.0％増の741万ｔ（平成27年度）
牛肉の生産量は、肉用牛の飼養頭数の減

少により、対前年度5.4％減の47.5万ｔ（平成
27年度）。肉用子牛の取引価格は、高値で
推移

○ 豚肉と鶏卵の生産量は、近年、おおむね横
ばいで推移する一方、鶏肉の生産量は、健康
志向の高まり等から、過去最高を記録（151.7
万ｔ（平成27年度））

加工・業務用果実の例

うめ「露茜」

提供：国立研究開発法人農
業・食品産業技術総
合研究機構

りんご「千雪（品種名：あおり２７）」

左：千雪 右：ふじ

断 面

すりおろし

提供：地方独立行政法人青森県産業

技術センターりんご研究所

（果肉の変色の様子）

ち ゆ き つゆあかね

ちゆき

つゆあかね

第２章 強い農業構造の創造に向けた取組

（単位：戸、頭、千羽）

平成18年 28 平成18年 28

北海道 8,590 6,490 99.7 121.1

都府県 18,000 10,500 43.3 53.3

85,600 51,900 32.2 47.8

子取り用

めす牛
73,400 44,300 8.5 13.3

肥育用牛 13,100 8,330 54.7 86.4

乳用種 7,830 5,040 134.4 166.1

7,800 4,830 1,233.3 1,928.2

3,600 2,440 38.0 55.2

2,590 2,360 40.0 56.9

肉
用
牛

豚

採卵鶏

ブロイラー

飼養戸数 １戸当たり
飼養頭羽数

乳
用
牛
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畜産物（つづき）
生乳の販売ルート

○ 繁殖雌牛の増頭に向け、キャトルステーション
の活用、乳用雌牛への和牛受精卵の移植等
を推進。また、乳用後継牛の確保等に向け、
性判別精液を活用する技術や哺乳ロボットの
導入等を推進

○ 指定団体に委託販売する生産者のみに国が
補給金を交付するという現行の方式を見直す
ため、畜産経営の安定に関する法律及び独立
行政法人農畜産業振興機構法の改正案を国
会に提出

○ 酪農家の「働き方改革」を進めるため、搾乳ロ
ボットなど、労働条件を大きく改善する機械・装
置の導入を支援

○ 輸入飼料に過度に依存しない畜産経営の確
立に向けて、国産飼料の広域流通体制の構築、
公共牧場の活用拡大、日本型放牧を推進。ま
た、配合飼料価格安定制度の安定的な運営
に努める必要

○ 平成28年４月に発足した「知」の集積と活用
の場となる産学官連携協議会では、農林漁
業者も議論に参加する形で、生産・流通技術
の研究開発を進める研究開発プラットフォー
ムを設立

○ 農業界と経済界の連携により、カメラを用い
て農作物の生育状況を把握するセンシング
技術の実用化に向けた実証が開始

○ 最新の技術や研究成果の情報を得たいとの
現場の要望に応え、農林水産省は、全国の
研究機関の研究者や専門分野等をリスト化し
公表

○ 農作業事故の発生防止に向け、農研機構
が、草刈り機の刈刃を即座に停止する仕組
みを開発

４．生産・流通現場の技術革新等の推進

シャインマスカットの
長期貯蔵

農研機構は、山形県、青森県の試験研究機関とと

もに、シャインマスカットの長期貯蔵技術を開発

収穫後のシャインマスカットの穂軸に水道水を入れ

たプラスチック容器を装着し冷蔵することで、４ヶ月

の貯蔵期間を経ても、穂軸の褐変と果実の品質劣

化が抑制され、商品性が維持

国産ぶどうが品薄となる10月以降から年明けにか

けての供給が可能となるほか、東アジア等で需要が

高まる春節に向けての輸出も可能に

プラスチック容器装着のイメージ 貯蔵４ヶ月後のシャインマスカット
（左は水分無補給、右は水分補給）

酪
農
家

乳業
メーカー

飲用主体工
場

・大手乳業３
社（26工場）

・中小乳業
157社（175工
場） （うち農
協系乳業45
社（52工場）)

乳製品主体工
場

・大手乳業３社
（16工場）

・中小乳業23
社（28工場）
（うち農協系乳
業６社（９工
場）)

指
定
団
体

（
酪
農
協
・農
協
連
）

農
協
・酪
農
協

農
協
連
・酪
連

農
協
・酪
農
協

※この枠組みに補給金を交付

農
協

事
業
協
同
組
合
等

販
売
業
者

９７％

指定団体を経由しな
い販売２％

自家消費
１％

１０団体

１社（約５０戸）約１０団体

注：乳業メーカー数等は平成27年12月31日時点
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５．気候変動への対応等の環境政策の推進

○ 京都議定書に代わる新たな法的枠組み
となるパリ協定が、平成28年１１月に発効

○ パリ協定を踏まえ、農林水産省は、平成
29年３月に、農林水産分野における取組
の推進方向を具体化した地球温暖化対策
計画を策定

○ 有機農産物等の生産・市場の拡大に向
け、平成２８年７月に、産学官の関係者が
参加する「オーガニック・エコ農と食のネット
ワーク」が設立
また、有機農業の推進に関する法律の

施行から１０年を迎えるのを機に、有機農
業関係者が発起人となり、同法の成立日
12月８日を有機農業の日に制定

温室効果ガスの排出削減
につながるアミノ酸「リジン」

家畜は、飼料中のアミノ酸バランスが悪いと、余分

となったアミノ酸を利用できず、窒素化合物として体

外にふん尿として排せつ。これが二酸化炭素の300

倍の温室効果を持つ一酸化二窒素の発生につな

がり、地球温暖化の一因に

飼料原料に不足するアミノ酸「リジン」を添加する

ことで、家畜由来の温室効果ガスを削減でき、また、

畜産物の生産効率が向上

資料：味の素株式会社

家畜用飼料におけるアミノ酸のバランス（桶理論）

６．農業を支える農業関連団体

資料：農林水産省「総合農協統計表」
注：1) 組合数は「総合農協統計表」における集計組合数

2) 各組合の事業年度末時点の数値

○ 農業協同組合数は686（平成27年度末
時点）
農業所得の増大に最大限配慮しなけれ

ばならないこと等を盛り込んだ改正農業協
同組合法が平成28年４月に施行

農業協同組合の役員に占める女性の
割合は対前年0.3ポイント増の7.5％（平成
28年）

○ 農業委員会数は1,706（平成28年10月１
日時点）
平成28年４月に施行された改正農業委

員会法を受け、28年度は全体の２割、29
年度は全体の７割の農業委員会で新制度
へ移行予定

農業委員に占める女性の割合は対前
年0.7ポイント増の8.1％。このうち、新制度
に移行した農業委員会においては11.2％
（平成28年）

資料：農林水産省調べ（各年10月１日時点）

（単位：組合、千人）

平成
23年度

24 25 26 27

723 717 712 692 686

9,834 9,978 10,145 10,268 10,370

正組合員 4,669 4,614 4,562 4,495 4,433

准組合員 5,165 5,364 5,584 5,773 5,937

216 212 209 207 205

組合数

組合員数

職員数

（単位：委員会、人）

平成
23年

24 25 26 27 28

農業委
員会数

1,713 1,710 1,710 1,708 1,707 1,706

農業委
員数

36,034 35,729 35,514 35,618 35,488 33,174

推進委
員数

－ － － － － 3,257

事務局
職員数

7,758 7,755 7,732 7,725 7,722 －

農業協同組合（総合農協）の状況

農業委員会の状況
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第３章 地域資源を活かした農村の振興・活性化

中山間地域は、豊かな自然や優れた景観等、平地にはない価値を有しており、これら地域資源
を「宝」として活かし、創意工夫を凝らした農業を始めとした事業に取り組むことにより、所得を向上
させていくことが重要

中山間地域農業にもっと強い光を ～地域の「宝」を活かした新たな挑戦～

中山間地域の現状と課題

○ 中山間地域の人口は１割に過ぎないものの、耕地面積と農業産出額はそれぞれ４割を占め、食料
生産の場として、また、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮等の面で重要な役割

○ 中山間地域は、平地に比べ傾斜地が多い、鳥獣被害を受けやすい、高齢化の進行が平地に比べ
早いなどの課題がある一方、清らかな水、冷涼な気候等、平地にはない地域資源を有しており、これ
らを活かして収益力のある農業を営むことができる可能性を秘めた地域

地域の特色を活かした取組を支援

都道府県が複数の市町村単位等で作成する地域別農業振興計画に基づき、
各種支援事業等を総合的かつ優先的に実施

地域別農業振興計画

推進事業

地域の特色を活かした農業の展開 都市農村交流や農村へ移住・定住

○ 農地や農業施設など生産条件の
改善

○ 集落営農の組織化・法人化等の
生産体制の確立

○ 少量でもこだわりのある厳選食材
の生産・販売

○ ６次産業化・ブランド化、地産地消
の取組

○ 最先端技術の導入

○ インバウンド需要を呼び込む「農泊」
の取組

○ 教育・福祉等と連携した交流の取組
○ 移住・定住、二拠点居住の推進
○ 生活環境の改善

○ 地域の創意工
夫にあふれる事
例の紹介

○ 専門知識を有
する者等による
営農指導

○ 地域のリーダー
の確保、育成等

地域を下支え

地域コミュニティによる農地等の地域資源の維持・継承

側
面
支
援

○ 多面的機能発揮を図る地域の共同活動
○ 放牧の取組
○ 農業と林業との多様な連携

「多様で豊かな農業」と「美しく活力ある農山村」の実現に向けた支援

○ 鳥獣被害防止とジビエ等の利活用
○ 耕作放棄地の解消

等

中山間地農業ルネッサンス事業（模式図）
○ 中山間地域の豊かな自然や

景観等の地域資源を宝として
活用し、創意工夫を発揮して、
➀ 収益性の高い農産物の
生産・販売や６次産業化

➁ 観光、教育、福祉等と連
携した都市農村交流、農泊
等も含めたインバウンド誘致

に取り組む意欲ある農業者を
積極的に支援
また、多面的機能の発揮の

ための地域活動や営農の継
続等を支援するため、日本型
直接支払制度を実施

○ 都道府県が作成する計画に
位置づけられた取組に対し、
各種支援事業における優先
枠の設定や要件の緩和等を
行う、「中山間地農業ルネッ
サンス事業」を平成29年度か
ら実施

集落営農の法人化で
農業生産を拡大（高知県）

高知県四万十町の土居・平野集落は、四万十川流域の標

高230ｍの台地に位置する農業地帯

平成25年に、平野集落の集落営農組織が「農事組合法人

ひらの」として法人化し、中山間地域等直接支払制度等を活

用して水稲機械作業の受託とニラ

の施設栽培を実施

昼夜の寒暖差の大きい同地の米

は、仁井田米ブランドとして販売

27年度には、土居集落と連携協

定を締結し、取組を拡大

○ 創意工夫を凝らした取組を広げていく
観点から、中山間地域農業における優
良事例の横展開が重要

優良事例の横展開

ニラ栽培の様子

しまんとちょう
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１．地方創生に向けた農村への新しいひとの流れ

○ 平成27年の農村人口は、５年前に比べ
4.1％減少（総人口は同0.8％減少）
田園回帰の流れの中で、近年は20歳

代・30歳代の農村への移住相談者等が
増加

○ 若い世代の都市住民が農山漁村を訪
問する動きが見られる中、農山漁村活性
化ビジョンに沿って方策を推進し、地域の
実践活動を後押し

○ 移住先で新規就農し、施設園芸作物の
生産に取り組み、就農３年目には経営規
模を５倍にまで拡大した事例も

○ インバウンドは過去最高の2,404万人（平
成28年）を記録。インバウンドを含む観光
客を呼び込むことが、農山漁村における
所得向上を実現する上で重要であること
から、ビジネスとして農泊に取り組む地域
の創出を推進（2020年までに500地域）

兵庫県篠山市では、集落住民によるＮＰＯ法人と一

般社団法人ノオトが農泊事業実施体制を構築

古民家宿泊施設の年間利用者は700人弱（平成27

年10月からの１年間）と、

多数の利用者が来訪

Ｕターン移住や荒廃農

地の再生など地域への

波及効果も

古民家宿泊施設が
農泊の受皿に（兵庫県）

移住相談者数と年代別割合

２．農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮

○ 農業・農村は、食料の供給のみならず、
農業生産活動を通じ、国土の保全、水源
の涵養、生物多様性の保全、良好な景
観の形成、文化の伝承等の多面的機能
を有し、その効果は広く国民全体が享受

○ 多面的機能の維持・発揮を図るため、地
域の共同活動、中山間地域等における農
業生産活動、自然環境の保全に資する
農業生産活動を支援する日本型直接支
払（多面的機能支払、中山間地域等直
接支払、環境保全型農業直接支払）を着
実に実施 中山間地域等の条件不利地域

の農業生産活動の継続を支援

自然環境の保全に資する農業
生産活動を支援

【農地維持支払】
農道の路面維持等の地域資源の基
礎的保全活動等を支援 農道の路面維持

【資源向上支払】
水路、農道、ため池の軽微な補修等
の地域資源の質的向上を図る共同活
動等を支援 水路の補修

多面的機能支払

中山間地域等直接支払

環境保全型農業直接支払

中山間地域

カバークロップ

日本型直接支払制度の全体像

資料：特定非営利活動法人ふるさと回帰支援センター調べ
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ささやまし
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３．鳥獣被害への対応

○ 野生鳥獣による農作物被害額は平成27年
度176億円と依然として高水準。このような
農業被害の深刻化は、営農意欲の減退等被
害として数字に現れる以上に農業生産に深
刻な影響

○ 狩猟免許所持者の高齢化が進行する中、
女性の割合は増加傾向。新規免許取得者
数は年間１万人強で推移する中、新規銃猟
免許取得者の割合は増加傾向

○ 鳥獣被害防止特別措置法に基づく鳥獣被
害対策実施隊は1,093市町村で設置（平成
28年10月末時点）
鳥獣被害防止対策の効果的な推進を図る

ため、平成28年12月に改正鳥獣被害防止
特別措置法が公布・施行

○ ICTやドローンを活用した実証が各地で始ま
りつつある状況

○ ジビエの需要開拓と需要に応じた供給体制
の確保を図るとともに、民間団体によるジビエ
の統一規格の策定と運用を支援

鳥獣の移動式解体処理車

一般社団法人日本ジビエ振興協会と長野トヨタ自動

車株式会社は、平成28年に移動式解体処理車の第

１号車を製作

処理車は、野生鳥獣の捕獲現場の近くまで移動す

ることが可能で、固定式の一般食肉処理施設と同様

の品質を保持するための様々な設備を実装

処理車の導入により、これまで埋設や焼却処分され

てきた捕獲鳥獣のジビエとしての利活用が期待

４．地域資源の積極的な活用

地域資源を活用した新たな価値の創出

○ 農山漁村再生可能エネルギー法に基づき、
29市町村が基本計画を作成済（平成28年
12月時点）

農村の就業構造の改善

○ 農業や関連産業の所得増大や農村の維持
発展のためには地域住民の就業の場を確保
することが必要
このため、農村地域への導入促進を図る業

種をサービス業等にも拡充することとし、農村
地域工業等導入促進法（農工法）の改正案
を国会に提出

○ 農工法に基づく支援措置のほか、予算上の
支援、業種横断的な税制措置等の関連施
策の活用を推進

・ 農産物直売所や加工品を販売する小売業
・ 農泊、農家レストラン等の宿泊業・飲食サービス業
・ 間伐材等を利用した木質バイオマス発電などの電

気業
・ 医療・福祉
・ 情報通信業 等

農家レストラン農産物直売所

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電農泊

工業等以外に
地域への導入が期待される産業の例

移動式解体処理車
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５．都市農業の振興

資料：農林水産省調べ

○ 都市住民の需要の高まりを受け、都市的
地域を中心に市民農園の面積は年々増加

○ 都市農業振興基本法に基づき、平成28年
５月に、都市農業の振興施策の基本的な方
針を盛り込んだ都市農業振興基本計画を
策定

○ 今後、同計画に基づき、地方公共団体が
地方計画を策定し、都市農業の振興策を
検討

市民農園の面積
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６．農業と多様な分野との連携

伝統野菜の生産維持に
障害者が大きく貢献（長野県）

長野県阿南町の和合地区では、障害者が地域の伝

統野菜の「なす」や「うり」の生産に従事

障害者の農作業への従事日数は年間60日程度で

あり、平成28年の鈴ヶ沢なすの植付け株数約1,300

本のうち、障害者が作業したものが約900本と生産維

持に大きく貢献

障害者からは、「地域の

中で生きていることを実感

できる」といった喜びの声も

○ 子供が農業を体験することや、農村地域の
人々と交流することは、将来の農業・農村に
対する国民の理解を深める上で重要

○ 関係省が連携し、「子ども農山漁村交流プ
ロジェクト」により、子供の農山漁村における
宿泊体験を推進

教育分野との連携

福祉分野との連携

○ 農業面と福祉面の双方にメリットがある取
組として農福連携を推進。障害者就労施設
が障害者の就労場所の確保等を目的として
福祉農園を営む取組、農業法人等が個々
の障害特性に応じて障害者を雇用する取組
が進展

○ 2020年東京オリンピック・パラリンピック競
技大会に向け、「障害者が主体的に携わっ
て生産された農畜産物」を適切に調達でき
る仕組みの検討が必要な状況

80を超える体験メニューで
子供たちを受け入れ（石川県）

石川県能登町では、移住者を含む地域住民で「春

蘭の里実行委員会」を設立し、農家民宿を活用した、

農業体験と教育旅行の受入れに向けた取組を開始

田植えや田舎料理作りなど80を超える体験メニュー

を準備し、平成28年度には

東京など都市部の９校から

約1,800人を受入れ

荒廃農地の解消や若者の

移住・定住などの波及効果も
田植体験の様子

地域住民と作業に従事する皆さん

のとちょう

あなんちょう
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平成28年４月に発生した熊本地震や夏の一連の台風は、農林水産業に甚大な被害をもたらし
たが、様々な取組により、早期の復旧を実現

大きな爪痕を残した自然災害 ～早期復旧を実現した取組～

水田では、水稲から大豆への作付転換により、不作付地の発生を防止

○ 嘉島町で水稲、大豆等の生産を行う農事組合法人かしま広域
農場は、農地が損壊する等の被害が発生したため、速やかに被
害状況の把握、農業者の作付意向の取りまとめ、水路の補修等
を実施
農業用水を確保できなかった水田では、水稲から大豆に作付

転換することで、不作付地の発生を防止

かしま広域農場の営農計画と実績（ha）

野菜では、手作業での選果や関係者の応援等により出荷を継続

○ 宇城市のJA熊本経済連第二園芸集送センターは、建物や選果機等が損壊する
等の被害が発生したため、４月から５月に出荷のピークを迎えるメロンやミニトマトにつ
いて、手作業や近隣の集出荷施設での選果を実施するとともに、選果機の修理を進
め、順次、稼働を再開。全国のJAグループ等からの応援により、出荷を継続

損壊したメロンの選果機

○ 熊本県では、復旧・復興プランをとりまとめ、平成30年度までの復旧完了と、これに併せた被災農地の大区画
化や担い手への農地集積等を推進。３地区において、被災農地を含めた広範囲での大区画化等を図る基盤
整備に向けた取組を進めており、担い手への集積、野菜等の高収益作物の導入を計画

○ 北海道十勝地方では、夏の一連の台風に伴う河川の氾濫等により、約1,900ha
の農地において、耕土が流出するなどの被害が発生。被災した農地では、河川
部局との連携の下、河川の掘削土を農地の復旧に活用することにより、早期復
旧を促進。被害が甚大であった一部を除き、平成29年の作付けに間に合うよう、
復旧工事を実施中

酪農では、酪農関係者の迅速な対応により、生乳の廃棄量を最小限に抑制

○ 地震発生直後は、西原村の酪農家は、交通網の寸断と県内乳業工場の稼働停止
により生乳の廃棄を余儀なくされた。その後、近隣県や九州域外に工場を持つ乳業
メーカーの協力を得て輸送先を確保するとともに、全国農業協同組合連合会や全
国酪農業協同組合連合会、全国の指定生乳生産者団体の応援により全国からミ
ルクタンクローリー車を集めることで、生乳の流通を確保 地割れした牧場

被災農地を含めた大区画化等による更なる農業の発展を目指して

河川部局とも連携し農地の早期復旧を促進

河川氾濫により耕土
が流出した農地

査定前着工制度を活用して早期にポテトチップス工場を再開

○ 北海道南富良野町のばれいしょをポテトチップスに加工しているJAふらのシレラ
富良野工場は、台風による河川の氾濫で工場と貯蔵庫が水没し、原材料の受
入れと操業が不可能になる被害が発生。査定前着工制度を活用して、早期の
復旧に着手したことで、10月に原材料の受入を、12月に工場の稼働をそれぞれ
再開し、年度内に工場全体の復旧を完了 浸水した工場

熊本地震

台風

水稲

328
大豆

364
水稲

422

大豆

270

かしままち

う き し

にしはらむら

みなみふらのちょう
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１．平成28年度に発生した自然災害（熊本地震等）からの復旧・復興

陥没した農地

○ 平成28年４月14日及び16日に熊本県を
震源とする最大震度７の地震が発生し、農
林水産関係で1,657億円の被害

○ 発災直後から自治体の要請を待たずに物
資を送るプッシュ型支援やプル型支援により、
約278万食の食料供給支援等を実施

○ 政府は、熊本地震による災害を激甚災害
に指定。農林水産省は、災害復旧事業の
促進、共済金等の早期支払、災害関連資
金の特例措置、被災施設等の再建・修繕
への助成等により早期復旧を支援

○ 農地の応急工事や大豆等への作付転換
により、作付けできなかった水田はほとんど
なくなったほか、被災施設の再建・修繕が進
むなど、復旧・復興が着実に進展

支援物資を被災地へ

倒壊した畜舎

大豆への作付転換後の水田

「熊本地震」による被災への対応

○ 平成28年８月から９月にかけて連続して台
風第７号、第11号、第９号、第10号及び第
16号が上陸
観測史上初めて、北海道に１年間で３つ

の台風が上陸、東北地方に太平洋側から
台風が上陸。農林水産関係で1,596億円の
被害

○ 政府は、台風による災害を激甚災害に指
定。農林水産省は、災害復旧事業の促進、
共済金等の早期支払、災害関連資金の特
例措置、被災施設等の再建・修繕への助成
等により早期復旧を支援

○ 査定前着工制度を活用して、降雪前に災
害復旧事業に取り組んだことなどから、復
旧・復興が着実に進展 大雨で土砂が流入した

水田（北海道深川市）

河川の氾濫により流出した
たまねぎ（北海道北見市）

河川の氾濫により大破した
ビニールハウス（岩手県）

河川の氾濫により損壊し
た農地（北海道芽室町）

台風による被災への対応
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○ 日本列島に停滞した梅雨前線と前線上を
通過した低気圧による豪雨により、九州を中
心に農林水産関係で609億円の被害

○ 政府は、豪雨による災害を激甚災害に指
定。農林水産省は、災害復旧事業の促進、
災害関連資金の特例措置により早期復旧
を支援

○ 査定前着工制度を活用して、災害復旧事
業に取り組んだことなどから、復旧・復興が
着実に進展

「６月６日から７月15日までの間の豪雨」による被災への対応

「鳥取県中部を震源とする地震」による被災への対応

「冬期の大雪等」による被災への対応

○ 平成28年10月21日に、鳥取県中部を震
源とし、最大震度６弱の地震が発生し、農林
水産関係で16億円の被害

○ 農林水産省は、災害復旧事業の促進、共
済金の早期支払により早期復旧を支援

○ 災害復旧事業の対象共同利用施設12施
設のうち、７施設が平成29年に再稼働する
見込みとなるなど、復旧・復興が着実に進展

○ 冬期の大雪等により、農林水産関係で55
億円の被害

○ 農林水産省は、災害復旧事業の促進、共
済金等の早期支払、農業用ハウス等の導
入の支援、被災果樹等に対する支援により
早期復旧を支援

土砂が流入した水田
（大分県）

山の法面崩落により土砂が
流入した水田（鹿児島県）

土砂崩れにより損壊した
用水路（熊本県）

落果したなし
（鳥取県）

折損したりんごの木
（山形県）

倒壊したしゅんぎくのハウス
（兵庫県）

土砂が流入した水田
（宮崎県）

損壊したなし選果機
（鳥取県）

損壊したすいか選果機
（鳥取県）

倒壊したぶどうのハウス
（鳥取県）
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２．東日本大震災からの復旧・復興

地震・津波による被害と復旧・復興に向けた取組

○ 営農再開に向けた取組の結果、

① 南相馬市、広野町、川内村、田村市、

楢葉町の約2,500haで水稲の作付が本格
的に再開

② あんぽ柿の出荷量が震災前の約８割まで
回復

するなど、復興は着実に進展

○ 平成28年度の放射性物質検査では、
基準値を超過した農畜産物はゼロ
28年４月以降、安全が確認された農畜産

物及び地域については出荷制限が解除

○ 営農再開の加速化を図るため、
① 平成28年７月から、福島県・市町村・農

林水産省が連携して、被災12市町村の認
定農業者を個別に訪問し、要望調査や支
援策の説明を実施

② 平成28年度第２次補正予算において、
営農再開に必要な機械・施設、家畜等の
導入を支援する事業を措置

○ 平成28年12月に「原子力災害からの福島
復興の加速のための基本指針」を閣議決定
当該指針に基づき、今後、営農再開、風評
払拭に向けた取組を強化

南相馬市では、25年産米
で実証栽培を実施し、26年
産米から作付を再開

26年産の作付面積： 99ha
27年産の作付面積： 720ha
28年産の作付面積：1,781ha

伊達地方の特産品「あんぽ
柿」は、原発事故後２年連
続で加工を自粛
かきの樹体洗浄、非破壊検
査機の開発等を経て、平成
25年12月に３年ぶりに出荷
を再開

28年産の出荷量：1,154ｔ
（震災前の約８割）

○ 津波被災農地２万1,480haから農地転用
が行われたもの等を除いた復旧対象農地２
万120haのうち、平成29年１月末までに１万
6,770ha（83％）の農地で営農再開が可能
また、平成28年９月末までに、がれきが堆

積していた岩手県、宮城県、避難指示区域
を除く福島県の農地１万９千haにおいて、全
てのがれきの撤去が完了

○ 津波被災農地の復旧に併せた農地の大
区画化、先端技術の導入の推進等により農
業経営の生産性を高め、農業所得を向上さ
せる取組を実施

農地の復旧例（仙台市）

農地の大区画化例（宮城県東松島市大曲地区）

（提供：国土地理院） （提供：国土地理院）

（提供：国土地理院） （提供：仙台市）

みなみそうまし ひろのまち かわうちむら た む ら し

ならはまち

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の影響と復旧・復興に向けた取組



概説

・施策の重点、財政措置、立法措置、税制上の措置、金融措置、政策評価

Ⅰ 食料自給力・食料自給率の維持向上に向けた施策

• 食料自給力・食料自給率の維持向上に向けた取組

• 主要品目ごとの生産努力目標の実現に向けた施策

Ⅱ 食料の安定供給の確保に関する施策

• 国際的な動向等に対応した食品の安全確保と消費者の信頼の確保

• 幅広い関係者による食育の推進と国産農産物の消費拡大、「和食」の保護・継承

• 生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による需要の開拓

• グローバルマーケットの戦略的な開拓

• 様々なリスクに対応した総合的な食料安全保障の確立

• 国際交渉への戦略的な対応

Ⅲ 農業の持続的な発展に関する施策

• 力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手の育成・確保

• 女性農業者が能力を最大限発揮できる環境の整備

• 農地中間管理機構のフル稼働による担い手への農地集積・集約化と農地の確保

• 担い手に対する経営所得安定対策の推進、収入保険制度等の検討

• 構造改革の加速化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備

• 需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

• コスト削減や高付加価値化を実現する生産・流通現場の技術革新等

• 気候変動への対応等の環境政策の推進

Ⅳ 農村の振興に関する施策

• 多面的機能支払制度の着実な推進、中山間地域農業の振興、地域コミュニティ機能の

発揮等による地域資源の維持・継承等

• 多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出

• 多様な分野との連携による都市農村交流や農村への移住・定住等

Ⅴ 東日本大震災からの復旧・復興に関する施策

Ⅵ 団体の再編整備等に関する施策

Ⅶ 食料、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

「平成29年度 食料・農業・農村施策」の構成
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 本資料と食料・農業・農村白書の本体は、農林水産省の
ホームページでもご覧いただけます。
http://www.maff.go.jp/j/wpaper/index.html

 食料・農業・農村白書に対する皆様からのご質問や
ご意見をお待ちしています。
〒100-8950 東京都千代田区霞が関1-2-1

農林水産省 大臣官房 広報評価課 情報分析室 年次報告班

TEL：03-3501-3883 FAX：03-6744-1526

農林水産省 白書 検索
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